
東京都印刷産業政治連盟は、印刷業および関連産業の振興・発展と
社会的地位の向上を図るための活動を行っています。

　
東京都印刷産業政治連盟ニュース

Vol. 70
JULY 2014

東京都印刷産業政治連盟は、印刷業および関連産業の振興・発展と
社会的地位の向上を図るための活動を行っています。

11

東京都印刷産業政治連盟（東政連、森永伸博会長）は、
6月9日（月）、ハイアットリージェンシー東京で平成
26年度通常総会を開催し、平成25年度事業・決算報
告、平成26・27年度役員選任、平成26年度事業計画・
収支予算案の上程議案すべてを承認した。任期満了に
よる役員選任では、会長に森永氏が再任された。森永
会長は、「この２年間、業界団体では対応できない課題
には政治力による解決が必要との東政連の意義と使命
において、色々と取り組んできた。前年度、政界情勢
の変化を機に東京都印刷産業議員連盟（議員連盟）の
組織を拡大し、政策要望の実現に向け議員連盟議員と
濃密な連携を図りながら活動展開し、その結実へ大き
く踏み出した所である。新たな役員体制で、印刷・関
連産業の振興と発展に努めたい」と所信表明した。

議事は小川雅資常任幹事の司会で進行し、審議は
森田茂副幹事長を議長に選任して行った。
【第１号議案】平成25年度事業報告及び決算報告承
認の件

事業報告については、野上光之副会長が次のとお
り説明した。
「東京都に対する政策要望については、都議会自由

民主党、公明党、民主党 3 党それぞれと、議員連盟
議員を中心に会合の場を持ち、印刷産業振興対策の
充実、東京都発注印刷物の入札方法の改善、また災
害時の BCP（事業継続計画）策定や環境対策等業界
を取り巻く諸問題の解決への支援など、都政への要
望反映を訴えた。

また、国政についても、自由民主党東京都支部連

合会と会合を持ち、中小企業の経営基盤の強化、設
備投資の促進に向けた融資・税制措置の拡充、官公
需問題への対策、また 2020 オリンピック・パラリン
ピック開催をも一つの契機に、社会的に広く求めら
れるメディア・ユニバーサルデザイン（MUD）の普
及などについて、要望の吸い上げと反映を求めた（そ
れら要望事項と東京都・国からの回答については、4
～ 10 頁に掲載）。

東政連の進展的な活動展開として、都政への要望
に関しては３党との具体的な意見交換の場を持つこ
とで、その結果において要望事項によって漸次好感
触を得られ、それを形として成果に結び付けるべく、
年度を跨いで都議会自由民主党と重点事項に焦点を
当てたさらなる話し合いを持つに至った（11 頁に掲
載）。これにより、中小企業に対する助成措置、融資
制度、東京都発注印刷物の入札方法について、東京
都原局からの説明と共に要望実現に向けた意見調整
を行うこととなった。

また、国政に関しては、税制面の要望の中で、『中
小企業投資促進税制の拡充・延長』、『中小企業者等
の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例の
延長』が、平成 26 年度税制改正に盛られる形で反映
された。」

引き続き決算報告については真山明夫会計幹事が
次のとおり説明し、木植信明監査が監査報告した。
「収支総額全体では、平成 25 年度は『明日の印刷

産業と都政を考える会』を行うことで、約 190 万円
支出が収入を上回る、前期繰越金充当の予算を組ん
だが、決算では支出突出幅を約 70 万円圧縮した結果
になった。これは、『明日の印刷産業と都政を考える
会』の参加申し込みと実際の参加人数のバランスや
全般的な費用抑制の努力によるものである。」
【第２号議案】平成26・27年度役員選任の件

指名人の任を受けた松村寿夫氏より、東政連の活
動は発展的に転換が図られており、引き続き、基本
的に現行役員体制で活動していくことが最適の選択
とする提案が出され、これを承認した（役員一覧は
12 頁に掲載）。

平成26年度通常総会を開催 － 森永伸博氏を会長に再任 －
平成25年度事業・決算報告、平成26・27年度役員選任、平成26年度事業計画・収支予算案を承認
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【第３号議案】平成26年度事業計画（案）及び収支予
算（案）承認の件

事業計画案については、森永会長が以下説明した。
「平成 26 年度についても、中小企業の実質的な景

気浮揚に向け、経済活性化への施策を訴えていく。
また東政連が印刷・関連産業の振興・発展という活
動を行っていく組織として、業界に関わる政策に具
体的な提案を持って成果に結びつけていく。それに
は、要望事項について行政へ理解と実現を求める一
方で、当業界が要望事項に関わる認識を深めた上で

的確な施策を打ち出すことも必要であり、要望事項
に関する東京都・東政連双方の理解の深化により、
課題解決に向けて踏み込んでいく。

また、広く会員から要望を吸い上げ、それを政策
的提案として取り纏め、議員連盟議員とのパイプを
強化して実現に結びつけていく。業界全体の政治力
を結集させるために会員の加入増強も併せて事業計
画に掲げた。」

収支予算案については、丸山啓一会計幹事が上記
事業計画に沿って算出計上した旨説明した。

【平成26年度事業計画】

１．東京都政への要望事項について具現化の推進
（1）印刷産業振興に対する支援
（2）災害対応力の強化に対する支援
（3）雇用対策に対する支援
（4）メディア・ユニバーサルデザインの採用・普及
（5）環境対策の推進に対する支援
（6）東京都発注印刷物の入札方法の改善

２．東京都印刷産業議員連盟所属議員との連携強化
（1�）中小印刷産業関連団体が求める都政への要望に対
する協力体制の深化

（2�）東京都印刷産業政治連盟会員全体での組織的交流
３．機関紙「東政連ニュース」の発行
４．加入増強運動の実施
５．�東京都印刷産業政治連盟設立30 周年記念行事の開催
６．ホームページの作成
７．その他必要な事項

【平成26年度収支予算】
１．収入の部

科目 金額（円） 備考
機関紙購読料
機関紙発行事業収入
預金利子
設立 30 周年記念行事収入
前期繰越金

2,102,400
100,000

1,000
1,440,000
4,366,606

3,600 円× 584 口
東政連ニュース、ホームページバナー広告

9,000 円× 160 枚

合計 8,010,006
２．支出の部

科目 金額（円） 備考
経常経費

人件費
事務所費

204,000
973,000

各団体事務委託費 3,600 円× 569 口× 10%
ホームページ作成・運用費、電話代、コピー代、家賃等

小計 1,177,000
政治活動費

行事費
組織対策費
交際費
機関紙発行費
調査研究費
設立 30 周年記念行事費

予備費

477,000
186,000
240,000
600,000
24,000

1,240,000

4,066,006

総会費
諸会議開催費
各種パーティ券購入費等
印刷代、送料
東京都各種団体協議会会費等
会場・設備費 58,000 円、飲食費 882,000 円
感謝状・記念品代 113,000 円、その他諸経費 187,000 円

小計 6,833,006
合計 8,010,006
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東政連設立30周年記念行事を、6月9日（月）、ハ
イアットリージェンシー東京で平成 26年度通常総会
に引き続き執り行った。
式典では、東政連の存在と役割を改めて認識し、決
意も新たに印刷・関連産業の振興・発展と社会的地位
の向上を誓った。また、式典後の記念パーティでは、
東政連会員、印刷関連 6団体の組合員・会員、議員連
盟議員総勢約120名が参加して、今後の業界発展に向
け交流を行った。

式典には、会員はじめ、来賓の印刷関連団体の代
表役員と議員連盟議員と合わせて約 50 名が出席し
た。小川常任幹事の司会により開会し、森永会長が
主催者を代表して次のとおり挨拶した。
「東政連は昭和 58 年に印刷・関連産業の振興・発

展と社会的地位向上を目的に設立された。30 年間に
おける諸先輩の方々の並々ならぬご尽力に対して、
敬意を表する。この 10 年間に目を向ければ、東京都
発注印刷物の入札において、不適当な廉価落札への
防止策として印刷物を物品購入から請負契約へと、
移行を実現させるなど様々な成果を上げてきた。そ
の活動の中心的な役割を果たしてきた会長、幹事長
に、会員の皆様と共に改めて感謝の意を表したい。」

続いて、この 10 年間、東政連の運営・活動に貢献
した、木元武一元会長、荒川龍治前会長、瀬田安弘
元幹事長、伊藤幸次前幹事長の 4 氏に対してその功
績を称え、当日出席した伊藤氏に感謝状と記念品を
贈呈した。

これに対し、伊藤氏が幹事長当時を振り返りなが
ら、次のとおり謝辞を述べた。
「思い起こせば様々な活動を展開してきた。森永会

長の体制にバトンタッチしてから時が経っていない
が、時代の流れを感じる。会員、議員連盟議員の方々
の努力で東政連を盛り上げてきたので、今後も連携
して役目を果たしていくことを祈念する。」

記念パーティは、斉藤成副幹事長の司会により開
会。 森永会長の挨拶に続いて列席した来賓を紹介し、
印刷関連団体を代表して島村博之東印工組理事長、
議員連盟議員からは 3 党それぞれを代表して、自由
民主党政務調査会長・宇田川聡史都議、公明党政務
調査会長・長橋桂一都議、民主党幹事長・石毛しげ
る都議より祝辞が贈られた。

その中で島村氏が次のとおり述べた。
「東政連は、都議との連携を深めながら、印刷・関

連産業界と都政のパイプ役との活動をしてきた。た
だ業界の意向を都政に反映させていくには、東政連
の組織力をさらに高め、都議との関係を深めていく
ことが必要である。

当業界においては、印刷関連各団体が明るい未来
を持ち将来展望を出しているが、行政の認識は必ず
しもそうではない。業界の実情を行政に伝え、課題
解決していくには、東政連の活動が不可欠であり、
都議、国会議員の方々の力添えが必要である。今後、
組織力を上げて、活動を盛り上げていくことを期待
したい。」

続いての交流の開宴では、鈴木博常任幹事の発声
により、東政連と共に、印刷・関連業界、議員連盟
議員各位の隆盛を祈念して乾杯した。
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１．国家予算・税制改正等に関する要望と回答
（1）労働安全衛生対策の推進

印刷工程での使用資材に含まれる化学物質は、生
産活動において人の健康に影響を及ぼすことがあり、
印刷産業界では業界を挙げて防止対策に取り組んで
いる。労働安全衛生の保全・強化に向け環境リスク
低減の推進、そして未然防止策として次の措置を取
られたい。

①法規上の義務に拘らず科学的な安全性の確保のた
めに、作業環境測定に対して助成措置を設けること。

②資材製品に含まれる化学物質について、メーカー
側が分かり易く的確な情報を開示し、また、より有
害性の低い製品を提供するよう、化学関係業界への
指導の徹底を図ること。

＜回答＞
①労働安全衛生法に基づく作業環境測定について

は、事業者に義務として課されたものであり、助成
措置の導入は困難であるが、職場における化学物質
対策としては、事業者からの相談を受け付ける相談
窓口の設置等の支援を実施することとしているとこ
ろである。

なお、作業環境測定に関する事業者負担の軽減の
観点からは、一定の有機溶剤については、技術の進
歩を受けて、よりコストのかからない検知管による
簡易な測定方法の安全性が確認されたことから、当
該手法の導入等についても認めているところであり、
今後とも科学的な安全性の確保と事業者負担の低減
の両立に努めてまいりたい（厚生労働省）。

印刷工程における作業環境測定については、労働
安全衛生法等において、6 ヵ月以内ごとに 1 回、定期
的に有機溶剤の濃度の測定が義務づけられている。

一般社団法人日本印刷産業連合会が設置する労働
安全衛生協議会において、揮発性有機化合物（VOC）
の発生プロセスの解明と測定・評価方法の確立のため、
印刷事業場における VOC 測定を今年度実施したとこ
ろ。今後、測定結果を基に簡易測定方法や評価基準を
確立し、運用ガイドライン等を作成する予定。

こうした業界における自主的な検討の結果等を踏
まえ適切に対応してまいりたい（経済産業省）。

②化学物質の危険有害性に関するメーカー側から
の情報開示について、労働安全衛生法令では、学会
等で一定の危険・有害性が確認された化学物質につ

いて、化学物質の危険・有害性や取扱上の注意事項
等を記載した安全データシート（SDS）の交付を義
務付けているほか、他の危険・有害性がある化学物
質についても SDS の交付を努力義務としており、平
成 25 年度を初年度とする第 12 次労働災害防止計画
においても、SDS の交付促進を図ることとし、化学
メーカー等の関係業界団体への指導等に努めている
ところである。

また、より有害性の低い製品への代替化を含む有
害な化学物質のばく露防止の措置についても指導を
実施しているところであり、こうした取り組みを通
じ、引き続き化学物質による健康障害の防止に努め
てまいりたい（厚生労働省）。

（2）2020年東京オリンピック・パラリンピックに関
連する印刷需要の分離・分割発注
2020 年のオリンピック・パラリンピックに向けて、

今後、印刷需要が盛り上がることが予想されるが、
大手広告代理店等への一括発注は行わず、印刷物は
印刷企業に発注されたい。適正な分離・分割発注を
行い、中小印刷企業の受注機会の確保に努められた
い。

また、より良い環境づくりに向け、印刷物にはメ
ディア ･ ユニバーサルデザイン（MUD）を採り入れ
ると共に、環境への配慮を重視されたい。

＜回答＞
2020 年のオリンピック・パラリンピックに向けて、

大会組織委員会が行う大会準備・開催に必要な印刷
物の調達方法については、今後、大会組織委員会に
おいて検討されていく予定である。

また、パラリンピック開催を契機として、施設の
バリアフリーなどハード面のみならず、様々な観点
から、ユニバーサルデザインに配慮することは大変
重要なことであると考える。印刷物に関して、ユニ
バーサルデザイン及び環境への配慮を含め、頂いた
ご要望については、大会組織委員会へもお伝えした
い（文部科学省）。

（3）官公需における競り下げ方式の導入への反対
国が試行した「競り下げ方式」（リバースオークショ

ン）は、平成 25 年 5 月に内閣官房行政改革推進本部
事務局より「競り下げ試行の検証結果の概要」が公
表され、そこでは、「調達方策としての競り下げにつ
いては、今後、各府省庁において個別案件の状況に
応じて実施の適否を判断することが適当と考えられ
る」とされ、今後も府省庁ごとに継続されることと
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なっている。
しかし、官公需特定品目に指定されている中小企

業性の高い品目（印刷）への「競り下げ方式」導入
は、体力（価格）勝負の競争を増長することになる。
各府省庁が実施すると地方公共団体へも波及し、特
に地方の印刷需要は官公庁の仕事が多いため、地域
の中小企業から仕事を奪い、雇用の確保や地場産業
の育成を妨げることになり、地域経済の疲弊を招き
かねない。官公需特定品目に指定されている「印刷」
についての「競り下げ方式」の導入には絶対反対で
ある。

＜回答＞
競り下げについては平成 23 年 3 月から平成 25 年

1 月までの間に各府省庁において試行を実施し、平
成 25 年 5 月に行政改革推進本部事務局にて検証結果
を取りまとめました。

検証の結果、競り下げの実施によって価格が下落
する場合もあれば上昇する場合もあることなどが確
認されたことを踏まえ、ご指摘のとおり、平成 25 年
度以降の競り下げの取扱いについては、各府省庁に
おいて個別案件の状況に応じて実施の適否を判断す
ることとしております。

なお、その際には、検証結果報告書にも記載のと
おり、調達品目の特性や調達環境を踏まえ、調達価
格に与える効果を検討すると共に、競り下げに伴う
コスト増加要因や中小企業事業者への影響等に配慮
して頂くこととしております（行政改革推進本部事
務局）。

（4）官公需における最低制限価格制度の導入と低入
札価格調査制度の厳格な適用
官公需において、行き過ぎたダンピングが横行し

ている。その要因は業界のモラルにある一方、発注
者側が数社から事前に見積もりを入手してその額の
6 割とか 7 割、あるいは前年実績額を予定価格にす
るなど、しっかり予定価格を積算しないことも大き
な要因となっている。この方式は予定価格そのもの
を年々低下させることになり、市場の実態と大きく
乖離し、中小印刷業者の経営基盤の弱体化に繋がっ
ている。印刷受注の透明性と競争性の確保を前提に
技術力を活かした品質の確保、次世代への専門技能・
技術の継承など非価格競争の要因を含めたバランス
ある制度とし、官公需の目的を効果的に実現するた
め、最低制限価格制度の導入と著しい低価格入札の
防止に向けた低入札価格調査制度を厳格に適用され
たい。

なお、地方公共団体では、最低制限価格制度は 1
道 17 県しか導入されていない。東京都発注の印刷物
入札には「企画提案（プロポーザル）方式」が漸進
的に適用される方向にあり、印刷物の性格に応じて
こうした価格競争によらない入札方式も国の発注か
ら思考されたい。

＜回答＞
最低制限価格制度は、地方公共団体においては、

低入札価格調査をすべての地方公共団体において行
うことがその能力から制約があるため、採用された
ものである。

国においては、そのような制約がなく、また、入
札において価格が最も低い者が落札者となるべきと
ころ、価格が低いにも拘わらず入札者を自動的に排
除する当該制度を採用する場合、発注者側もそれな
りの説明責任を負うことになるところ、これを導入
することは困難ではないか。

低入札価格調査制度については、制度の趣旨を踏
まえ、その厳正な運用に努めてまいりたい。

国の契約は、契約の目的にかなった履行が確保さ
れ、かつ、国にとって有利なものでなければならな
いことから、契約相手方の選定を適切に行うため、
一般競争方式を原則としているが、価格以外の要素
と価格とを総合的に評価して落札者を決定する総合
評価落札方式の導入や、随意契約による場合でも、
複数の業者から仕様書案や企画書等を提出させるな
どしてこれらの内容や業務遂行能力が最も優れた者
を選定する企画競争方式の採用についても取り組ん
でいきたい（財務省）。

（5）中小企業の経営基盤強化に向けた融資・税制措
置の拡充
日本経済成長の原動力となる中小企業の活力強化

には、企業が持つ経営資源を建設的に発揮できるよ
う、設備・事業投資意欲を押し上げる資金供給や支
援、また税制面での減免等優遇措置などが必要であ
る。中小企業の実体経済の回復、さらなる持続的な
成長の推進において、中小企業対策予算を拡大して
融資、各種支援措置を拡充すると共に、次の税制措
置を取られたい。

①平成 23 年度法人税改正により、中小法人に対す
る軽減税率が引き下げられたが、さらに所得額 800
万円以下を対象に平成 27 年 3 月 31 日まで新たに設
定された軽減措置について、適用所得額を引き上げ
て継続されたい。
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②平成 23 年度法人税改正により、中小法人に対す
る繰越欠損金は従来どおり 100％使用できる上に控
除期間が 9 年まで 2 年間延長されたが、期間設定を
撤廃されたい。

③中小企業者等に対する少額減価償却資産の取得
価額の損金算入の特例について、平成 26 年 3 月 31
日までとなっているが、継続措置を取られたい。

＜回答＞
中小企業は地域の経済や雇用を支える重要な存在

であり、その活性化に向けて、どのような施策が必
要かについて、税制での対応を含め、しっかりと検
討してまいりたい。

なお、中小企業者等の少額減価償却資産の損金算
入特例については、平成 26 年度税制改正において、
25 年度末とされていた適用期限が 2 年間延長される
こととなっている（経済産業省）。

（6）設備投資等の促進を支援する税制の拡充
国内の雇用や地域経済を支える中・小規模事業所

が成長力を強化するには、新製品 ･ 高付加価値製品
の製造、生産性の向上、省エネ、耐震化、システム
の効率化を図るための設備投資を推進することが必
要であり、それを後押しする即時償却および税額控
除等の措置を取られたい。

また、中・小規模事業所の生産性向上に繋がる設
備投資意欲を喚起し、設備の新陳代謝を図るため、
中小企業投資促進税制について大幅に拡充されたい。

＜回答＞
設備投資にかかる税制措置については、「中小企業

投資促進税制」を、平成 26 年度税制改正において、
インセンティブがより高く、より広い範囲をカバーす
る仕組みに拡充することとされている。具体的には、
ソフトウエア組込型機械装置など生産性向上に資す
る設備について、特別償却 30％を即時償却（10％）
化し、資本金 3,000 万円以下の小規模な事業者の税
額控除割合を 7％から 10％に引き上げると共に、新
たに資本金 3,000 万円を超える中小企業にも、7％の
税額控除を適用する上乗せ措置を創設した（経済産
業省）。

（7）償却資産に係る固定資産税の廃止
償却資産に係る固定資産税は、前向きな設備投資

および雇用拡大の阻害要因となっていることから廃
止されたい。

＜回答＞
償却資産に係る固定資産税の見直しは、数年来の

重要な課題。
企業が保有する機械・装置を、固定資産税の課税

対象としている国は少なく、赤字であっても前向き
な投資を行おうとする企業の足かせとなることから、
中小企業も含め産業界の皆様から、見直しを求める
声が大きいと認識。

平成 26 年度税制改正大綱において、引き続き検討
するとされたところであり、今後、見直しの実現に
向けて尽くしてまいりたい（経済産業省）。

（8）事業用資産の承継を促進する税制の拡充
中小企業は雇用の受け皿として重要な役割を担っ

ており、中小企業の円滑な事業承継を促進するため
に、次の措置を講じられたい。

①事業承継税制について、納税猶予の対象となる
発行済議決権株式の総数の 3 分の 2 要件を撤廃し、
100％とすると共に、非上場株式等に係る相続税の納
税猶予割合を 100％に引き上げること。

また、後継者死亡時点まで納税が免除されないこ
とから、納税免除を納税猶予開始後 5 年経過時点と
すること。

②中小企業の経営者は事業資金の借入のために個
人資産を担保提供している場合が多く、債権者の承
諾なしには処分できずに資産価値として大きな制約
を受けている。このため、担保付き個人資産の評価
額を一定割合減額する特例措置を創設するなど、法
人経営のために担保提供した個人資産の相続税の評
価方式を見直すこと。

③取引相場のない株式の評価については、中小企
業経営者が経営努力により企業価値を向上させるほ
ど評価額が高くなり、相続税負担が重くなるという
弊害が生じている。中小企業庁「経営承継法におけ
る非上場株式等評価ガイドライン」を踏まえ、財産
評価基本通達における取引相場のない株式の評価方
法を抜本的に見直すこと。

＜回答＞
中小企業経営者の高齢化が進んでおり、中小企業

の事業承継の円滑化は喫緊の課題。
平成 25 年度税制改正において、雇用の 8 割以上を

維持するとの要件についても、5 年間毎年 8 割以上
を維持するのではなく、5 年間平均で維持すればよい
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こととするなど抜本的な見直しを実現することが決
定したところ。

本税制は平成 27 年 1 月に施行予定であるが、まず
は本税制の利用状況や事業者の皆様からの評価を見 
極めた上で、中小企業・小規模事業者の事業承継の
円滑化に全力で取り組んでまいりたい（経済産業省）。

（9）高齢者医療制度の抜本的な見直し
高齢者医療制度への健康保険組合からの納付金は

年々増加しているが、保険料率の引き上げは限界を
超え、平成 24 年度の健保財政は、1,431 組合のうち、
4 分の 3 が赤字となっている。今後も高齢者が増加
する中で、現在の制度を続ければ多くの健保組合が
解散に追い込まれ、その結果として公費負担が大幅
に増えることになる。民間で出来ることは民間に任
せるべきであり、健保組合が存続でき、また健保組
合の財政健全化のために高齢者医療制度納付金の引
き下げや上限枠の設定をされたい。

また、国庫補助のある「協会けんぽ」と国庫補助
のない健保組合との不公平な取り扱いを解消し、健
康保険事業が健全に運営できる環境を整えられたい。

＜回答＞
我が国の医療保険制度は国保と被用者保険の二本

立てで国民皆保険を実現しているが、比較的所得が
高く医療費の低い現役世代は、被用者保険に多く加
入する一方、退職して所得が下がり医療費が高くな
る高齢期になると、国保に加入するといった構造的
な課題があり、高齢者の医療費を社会全体で支える
観点から次の仕組みを取っている。

・�　75 歳以上の高齢者について、公費で約 5 割を、
現役世代からの支援金で約 4 割を賄う。

・�　65 歳から 74 歳の高齢者については、被用者
保険と国保の間で保険者間の財政調整を行う。

　また、保険者ごとの拠出負担が過剰とならないよ
う、次の負担軽減措置を設けている。

・�　拠出負担の割合が過大となる部分を全保険者
で再配分する。

・�　拠出負担が重く、所得水準が低い保険者に対
し、負担の程度に応じて助成を行う。

協会けんぽについては、健康保険組合と比べ財政
基盤が脆弱であることから、その財政基盤の安定化
を図るため国庫補助を行っているところであるが、
高齢化の進展等に伴って医療費が増大する中で、被
用者保険者の負担は増加しており、健康保険組合の
財政状況についても、全体の 8 割が単年度赤字であ
るなど、大変厳しい状況にあると認識している。

こうした状況を踏まえ、プログラム法に基づき、
平成 27 年の法案提出を目指す中で、関係者の意見を
聞きながら、後期高齢者支援金の全面総報酬割、高
齢者医療の費用負担の在り方等医療保険制度の課題
について検討を進めていく（厚生労働省）。

２．東京都予算等に関する要望・回答
（1）環境対策の推進について

印刷産業界では、自主基準として一般社団法人日
本印刷産業連合会「印刷サービスグリーン基準」を
制定し、印刷関連企業の社会的責任の遂行と地球環
境保全を推進している。そして本基準を達成した工
場・事業所を「グリーンプリンティング（GP）認定」
することで、環境配慮製品の普及を推進している。
本基準は「国等による環境物品等の調達の推進等に
関する法律」（グリーン購入法）の特定調達品目とも
整合性を確保するよう配慮されており、GP 認定は平
成 25 年 3 月策定の環境省「プレミアム基準策定ガイ
ドライン」の設定において考慮すべき事項に挙げら
れ、そのさらなるグリーン化の志向は地方公共団体
や民間に波及することも期待されている。

環境保全の一層の推進のために、次の 2 つの事項
を講じられたい。

①東京都の印刷物発注は、GP 認定取得企業を優
先されたい。

② GP 認定取得の推進のために、助成措置を取ら
れたい。

＜回答＞
①物品の買い入れその他の契約に関して、多数の

企業に広く受注機会を与えること、競争性を確保す
るという基本的考え方があるため、現状においては、
グリーンプリンティング（GP）を受けている事業者
を直ちに優先的に指名することは難しいと考えてい
ます（財務局経理部総務課）。

②都は、中小企業団体内企業グループや個別企業
グループが、エコアクション 21 を活用した環境経営
システム構築等に取り組む場合は、「グループ戦略策
定・展開支援事業」により、計画策定及びその実施
時に対し中小企業診断士等の専門家派遣を行い、取
り組みの実現を支援してまいります（産業労働局商
工部経営支援課）。

都は、揮発性有機化合物（VOC）対策の推進を平
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成 17 年度から実施しており、この中で印刷事業者に
よる排出抑制の取り組みを推進すべく、一般社団法
人日本印刷産業連合会と連携して、GP 制度の普及
啓発を印刷事業者及び印刷物発注者の双方に対して
VOC 対策セミナーの場で実施しております。

また、東京都グリーン購入ガイドにおいて、GP グ
リーン基準を参考に、環境配慮仕様の充実を進めて
おります。

このほか、GP 認証取得を目指す印刷事業者からの
依頼により、東京都 VOC 対策アドバイザーを派遣し、
VOC 対策に関するアドバイスを無料で実施しており
ます。

都としては、引き続き業界団体と連携し、GP 制度
の活用を図りながら、VOC 排出抑制の取り組みを推
進していきます。

都は、平成 22 年 4 月から中小規模事業所向けの制
度として地球温暖化対策報告書制度を開始しました
が、これは、中小規模事業者の方々が簡単に CO2 排
出量を把握でき、自ら目標を設定して、都の提示す
る対策メニューから継続的に省エネ対策を実施でき
るもので、エネルギー使用量や実際に取り組んだ省
エネ対策について、毎年 3 万を超す事業所から報告
を頂いています。

また、昨年度、これまで収集した排出データを活
用して、テナントビルや商業施設等の業務部門にお
いて、事業者が他事業所と CO2 排出水準を比較でき
る自己評価指標としてベンチマークを作成・公表し、
省エネ対策のステップアップを促しています。

このほかには、無料の省エネルギー診断や業種別
省エネルギー研修会などを実施すると共に、省エネ
設備導入に伴い事業税の減免を行う「省エネ促進税
制」も行うなど、幅広く中小規模事業所の省エネ対
策を支援しています。

都としては、今後も中小規模事業者への支援策を
さらに充実させると共に、業界団体等とも連携を図
りながら、中小規模事業所における効果的な省エネ
対策を一層推進していきます（環境局）。

（2）メディア・ユニバーサルデザイン（MUD）の採用・
普及について
誰もが公平に必要な情報を理解し利用できるよう

にすることは社会的な責任であり、その中で重要な
役割を担う印刷物等メディアにおいて MUD が採用
されるよう、次の事項を実施されたい。

①東京都では「福祉のまちづくりを進めるための
ユニバーサルデザインガイドライン」を制定し、情

報提供で配慮すべき事項として色彩表現の表記があ
るが、まだカラーユニバーサルデザインを中心とし
た内容に留まっているため、デザインや文字も使っ
た誰にも分かる伝達手法として、MUD をガイドライ
ンとして付け加えられたい。

②東京都発注印刷物について MUD を採用された
い。

③より良い社会環境づくりに向け、MUD が積極的
に取り込まれるように促進されたい。

＜回答＞
①都は、東京都福祉のまちづくり条例施設整備マ

ニュアルにおいて、色覚障害のある人の特性や読み
やすい色の組み合わせなどを解説しています（福祉
保健局生活福祉部地域福祉推進課）。

②都が作成する印刷物やホームページ等をだれに
も見やすくわかりやすいものとするため、カラーユ
ニバーサルデザインガイドラインを作成し、印刷物
等を作成する際に活用するよう、庁内に周知してい
ます（福祉保健局生活福祉部地域福祉支援課）。

③都は、東京都福祉のまちづくり条例施設整備マ
ニュアルについて、ホームページで紹介しているほ
か、区市町村等の確認申請等の窓口でアドレス等を
記載したリーフレットを配布するなど周知を行って
います。今後もホームページ上の情報の充実を行う
など周知徹底を図っていきます（福祉保健局生活福
祉部地域福祉支援課）。

（3）災害時のBCP（事業継続計画）策定への支援に
ついて
天変地異などによる社会を揺るがすリスクが高ま

る中、BCP 策定は非常に重要かつ緊急な課題である
が、中小企業の多い印刷産業ではその実地的な取り
組みに具体的なノウハウや資金が十分でない企業が
多く、次の対策を取られたい。

① 東京都は市区町村と連携して、BCP 策定につい
ての支援を早急に拡充されたい。

②東京都が行っているコンサルタント派遣による
BCP 策定支援事業について、支援企業を限定してい
る上に東京都が募集の際に多くの業種に割り振って
いるが、産業別の事業所数に応じて支援企業数を決
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める措置を取られたい。

③ BCP の策定・運用に係る経済的な負担に対し、
帰宅困難者用備蓄品に対する助成など、多くの中小
企業の実態に沿った支援措置を講じられたい。

また、中小企業が地元自治体と連携し作成した
BCP に基づき地域防災に資する施設、設備などを整
備する場合、必要となる土地の取得資金に対して日
本政策金融公庫による融資・金利の優遇措置はある
が、中小企業が自社のために BCP を策定した場合で
も、経済的負担の大きい設備機能の整備費用に対し
助成措置を講じられたい。

④災害時に備えてのデータのバックアップは極め
て重要であり、特に印刷産業にとっては人事・総務
や顧客管理だけでなく印刷等事業に係るデータの保
全上不可欠で、安全性の確保から社内保管とは別に
外部保管するための費用について補助されたい。

＜回答＞
①都は、都内中小企業・中小企業団体等に対し、

個別コンサルティング等を実施し、BCP 策定支援を
行っています。併せて、様々な業種や規模の企業の
取組事例を広く紹介し、BCP 策定の普及・啓発を図っ
ています。

引き続き、中小企業・団体への BCP 策定支援の推
進に努めています（産業労働局商工部経営支援課）。

②都は、災害時における事業継続や早期復旧への
手順を記した BCP の策定支援に取り組んでおり、都
の支援により BCP を策定した企業のうち、建物の耐
震化についてモデル的に支援しています（産業労働
局商工部経営支援課）。

帰宅困難者対策については、東日本大震災を契機
に、国、首都圏自治体、経済団体等からなる首都直
下地震帰宅困難者等対策協議会において検討が進め
られ、自治体や企業など各主体の役割を整理・合意
しています。この中で、中小企業を含む企業だけで
なく、国、都道府県、市区町村等の官公庁を含む全
ての事業者は、自ら従業員用等の備蓄品を 3 日分用
意することとなっています。中小企業の備蓄につい
ては、帰宅困難者対策の視点だけではなく、企業の
事業継続の視点からも取り組みをお願いします。

なお、平成 25 年度に、行き場のない帰宅困難者を
受け入れる民間事業者を対象に帰宅困難者用の備蓄
購入経費を国で 1/3、都で 1/2 補助する支援策等を

実施しています。都は、今後とも、行き場のない帰
宅困難者を受け入れる民間事業者の取り組みを支援
していきます（総務局総合防災部防災管理課）。

③公益財団法人東京都中小企業振興公社では、ワ
ンストップ総合相談窓口を設置し、中小企業診断士
をはじめ、各分野の専門家を配し、中小企業の経営
に関する様々な相談に対応しています。また、中小
企業の要望に応じて、経営等の専門家を現場に派遣
する専門家派遣事業を実施しており、経営改善計画
の策定から実践まで継続的に支援しています（産業
労働局商工部経営支援課）。

（4）東京都発注印刷物の入札方法の改善について
東京都発注の印刷物入札についてすべて請負契約

になっているが、適正な積算根拠を伴わない過度の
低価格な受注や不適格な企業の参入は、品質の低下
やコンプライアンスの問題を招く場合があるだけで
なく、印刷産業界の健全性を損なうものであること
から、その対策として次の方法を講じられたい。

①予定価格を設定し最低制限価格を設けると共に、
低入札価格調査制度の適用を徹底されたい。

②発注物の性格から目的に合致した企画を提案し、
その中から企画・提案能力のある者を選ぶ「企画提
案（プロポーザル）方式」が、平成 25 年度から漸進
的に採用される方向にあるが、できる限りこの方式
を適用されたい。価格を入札要素に加える場合であっ
ても「総合評価方式」を採用し、上記①を併用され
たい。

③「企画提案（プロポーザル）方式」、「総合評価方式」
の評価ポイントとして、印刷産業界が進める環境保
全に係る GP 認定及びそれに準ずる制度認定、情報
セキュリティに係る認定を加点要素に加えることで、
選定性能を引き上げられたい。

＜回答＞
①印刷物の契約については、すべて請負契約とし

て取り扱うこととし、平成 18 年 8 月に各局等に周知
を図ったところです。

最低制限価格、調査基準価格の適用については、
直ちに検討する状況にありませんが、今後とも入札
状況等の結果に基づいて適切に対応してまいります

（財務局経理部総務課）。
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②③民間からの技術等に関する提案を募集し、民
間の技術等を積極的に活用すると共に、価格だけで
なく、価格以外の品質等を高めることを目的として、 
価格及び品質等を総合的に考慮する必要がある案件
については、総合評価方式を導入することは可能で
す。昨年度、印刷案件で、企画提案方式による入札
を 1 件試行したところであり、試行の検証をし、企
画提案方式または総合評価方式の導入や評価項目の
内容について検討していきます（財務局経理部総務
課）。

（5）印刷産業振興対策の充実について
東京の地域経済の活性化において中小企業の活力

は不可欠であり、中でもその原動力となる地場産業
の印刷産業は都会における情報サービス産業として、
またソリューションプロバイダーとして顧客の課題
解決型産業の地位を築きつつあり、その産業力を強
化し成長を推進していくには、不断の自助努力に加
え、支援が必要である。次の施策を講じられたい。

①中小企業対策予算を拡大し、制度融資の充実を
図られたい。

②新たな事業・サービスによる付加価値向上には、
複数のパートナーと連携して事業展開していくこと
が重要であり、ビジネスマッチングのためのコラボ
レーション事業や展示会への助成を図られたい。

③印刷産業では、様々な産業資源を持った地域に
密着した新たなビジネスを展開し、それぞれの特色
を活かした地域活性化事業が実施されている。中小
企業地域資源活用促進法に基づいて、中小企業等が
単独または共同で地域資源活用の新商品・新サービ
スの開発・市場化を行う事業に対して補助金、低利
融資等支援施策があるが、地域産業資源の指定拡大
により、印刷産業が持つ情報加工技術を活用した地
域ブランディング、印刷産業をハブとした地域活性
事業など、地域産業振興事業に対する支援を推進し
やすいようにされたい。

＜回答＞
①平成 26 年度においては、経営改善や新たな事業

展開の取り組みなど、中小企業の幅広い資金繰りを
支援するため、融資目標額を適切に設定すると共に、
預託金等の所要額を確保しました（産業労働局金融
部金融課）。

②都は、中小企業の新製品開発や新事業展開を後
押しするため、産学公金のネットワーク形成や、大
手企業とのマッチング事業を実施しております。こ
うした取り組みを通じて、中小企業の連携活動を支
援してまいります（産業労働局商工部創業支援課）。

③都では、中小企業地域資源活用促進法に基づく
地域資源を区市町村等と連携して指定し、中小企業
の新たな事業計画を後押ししています。

今後も区市町村と連携し、地域産業の強化や創出
の核となり得る地域資源の指定に努めていきます。

なお、中小企業が同法に基づく補助金、低利融資
等の支援を受けるには、地域産業資源活用計画を作
成し、国の認定を受ける必要があります（産業労働
局商工部地域産業振興課）。

（6）制度融資適用資格の拡大について
東京都の制度融資では、業況が悪化している中小

企業者の資金繰りへの支援として「経営セーフ」を
設置して、東京都独自の優遇金利、さらに小規模企
業に対しては保証料の補助といった措置を取ってい
る。

中小企業の事業活性化において、通常の事業資金
融資でも従業員規模に拘わらず優遇金利を適用し、
保証料への補助を実施するなど、さらなる東京都独
自の優遇措置を取られたい。

＜回答＞
都制度融資では、中小企業を取り巻く状況を踏ま

えて、都独自の優遇措置を行っています。
具体的には、経営環境が悪化している中小企業の

資金繰り支援を目的とする「経営セーフ」や、認定
経営革新等支援機関の支援を受けて事業計画の策定・
実行に取り組む中小企業の支援を目的とする「都経
営力強化」において、従業員規模に拘わらず最優遇
金利を適用しています。

また、信用保証料の補助は、厳しい経営環境にあ
る小規模企業を対象として保証料の 1/2 の補助を実
施しているほか、「企業立地促進融資」や「政策特別
融資」では、従業員規模に拘わらず、保証料率の 0.2％
相当分の補助を行っています。

26 年度においても、引き続き、中小企業の資金調
達の円滑化に万全を期していきます（産業労働局金
融部金融課）。
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要望事項について東京都の回答に対し改めて考え
を出し、また広く会員から直接新たな要望を聞いて、
議員連盟議員を通じて都政へ働きかける機会として、
4 月 18 日（金）15 時より東京都議会自由民主党総会
室において、東政連会員 27 名、自由民主党都議会議
員 9 名が出席して意見交換会を行った。

今回、すでに提示している要望（1）メディア・ユ
ニバーサルデザイン（MUD）の普及、（2）災害時対
策への支援に、次の２つの事項を加えて話し合った。

（3）印刷産業振興対策
①中小企業は地域経済の基盤である。その経営強

化、そして経営革新に向けた取り組みにおいて、必
ずしも経営指標の読み取りに明るくない中小企業に
対し、印刷産業界では自社の置かれた状況を点検・
経営診断することを推進し、経営改善計画の策定と
今後の戦略の着眼点を示唆している。各企業の実行
への取り組みには、業界に精通したコンサルタント
等の専門家による相談事業が望まれるので、こうし
た事業に係る指導に対して助成措置を講じられたい。

②東京都の中小企業の原動力となる地場産業の印
刷産業は、都市型情報サービス産業としての地位に
留まらず、地域とも密着して地域産業資源を活用した
業務展開を図り、またソリューションプロバイダーと
して取引先の課題解決型産業の地位を築きつつある。

その産業力を強化し成長を推進していくには、印
刷産業界の自助努力に加え、複数のパートナーと連
携して事業展開していくことが重要である。こうし
たビジネスマッチングのためのコラボレーション事
業や展示会の実施を、都内産学公金横断的にワンス
トップで対応、コーディネートする支援機能を設置
されたい。

（4）中小企業への金融支援
企業が持つ経営資源を建設的に発揮できるよう、

設備・事業投資意欲を押し上げる資金供給や支援が
必要である。

東京都の制度融資において諸措置が取られている
が、新たな事業展開への取り組みに向け、中小企業
の事業活性化において通常の事業資金融資でも優遇
金利が適用されるよう、幅広い資金支援措置を取ら
れたい。

これら要望に対して宇田川聡史、﨑山知尚両都議
が代表して、次のとおり意見・提案を出した。

「MUD に関しては、2020 東京オリンピック・パラ
リンピックに向けて採用の価値があるが、強制力を
持たせた形で普及させるには今後検討を要する。

災害時対策に関しては、東京都 BCP 策定支援事業
の取り組み枠を増やしていくことになっており、事
業所数に見合った取り組みができるよう、支援は個
別に対応させたい。

印刷産業振興対策、金融支援に関しては、印刷・
関連産業に特化するものでないが、設備投資に対す
る助成や資金繰りの支援があり、本年度開始する制
度もあるものの、これまであまり活用されていない。
印刷物発注に係る入札制度の改善にしても、価格重
視でない『プロポーザル方式』などを試行したが、
業界側の受け入れへの適否が見てこない。これらに
ついては、自由民主党で東京都と研修会の開催を調
整するので、認識を深めてもらった上で、改めて意
向を示してもらいたい。」

これを受けて、都の関係局説明による、議員連盟議
員を交えた研修・意見交換会を 6 月 30 日に設定した。
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役職 所属団体名 氏名 社名・団体名
会長 東印工組 森永伸博 ㈱伸正社

副会長 東印工組 佐竹一郎 大東印刷工業㈱

副会長 東グラ 野上光之 ㈱プリンテック

副会長 日印機協 幅　和弘 ㈱ショーワ

副会長 製本工組 大熊茂樹 ㈱大熊製本

副会長 GC 東京 永井　徹 ㈱ナガイアルテス

幹事長 東印工組 木村篤義 創文印刷工業㈱

副幹事長 東印工組 松村寿夫 明和印刷㈱

副幹事長 東グラ 斉藤　成 東京グラフィックサービス工業会共済会

副幹事長 日印機協 森田　茂 ㈲ビッグコム

副幹事長 製本工組 中村健一 ㈱ NACAMURA

常任幹事 東印工組 臼田真人 ㈱アドピア

常任幹事 東印工組 橋本唱市 文唱堂印刷㈱

常任幹事 東印工組 池田幸寛 池田印刷㈱

常任幹事 東印工組 瀬田章弘 弘和印刷㈱

常任幹事 東印工組 黒澤文雄 ライオン印刷㈱

常任幹事 東印工組 福田浩志 ㈱ウエマツ

常任幹事 東印工組 吉澤和江 ㈱太陽堂封筒

常任幹事 東印工組 土屋勝則 音羽印刷㈱

常任幹事 東印工組 小川雅資 小川印刷㈱

常任幹事 東印工組 生井義三 全日本印刷工業組合連合会

常任幹事 東グラ 綿貫勝夫 ㈱エンゼル

常任幹事 製本工組 青木英一 ㈱松岳社

常任幹事 製本工組 鈴木　博 鈴木製本㈲

常任幹事 製本工組 田中真文 ㈱田中紙工

会計幹事 東印工組 真山明夫 真生印刷㈱

会計幹事 製本工組 丸山啓一 ㈲丸山裁断製本所

幹事 東印工組 金子雅明 大和綜合印刷㈱

幹事 東印工組 中庭藤夫 ㈱ナカニワ印刷

幹事 東印工組 白橋明夫 ㈱白橋

幹事 東印工組 佐野貞雄 ㈱賢工製版

幹事 東印工組 滝澤光正 滝澤新聞印刷㈱

役職 所属団体名 氏名 社名
幹事 東印工組 利根川英二 ㈱ TONEGAWA

幹事 東印工組 小出　功 郁文印刷㈱

幹事 東印工組 木村恭一 ㈲木村商店

幹事 東印工組 伊藤壽彦 ㈱長英

幹事 東印工組 江馬健二 ㈱イーエムエー

幹事 東印工組 奥　継雄 ㈱文星閣

幹事 東印工組 相原伸行 相原印刷㈱

幹事 東印工組 萩原清剛 宝堂印刷㈱

幹事 東印工組 田中　勝 ㈲東西印刷

幹事 東印工組 岩村貴成 ㈱オフセット岩村

幹事 東印工組 前田賢治 ㈱大東美術

幹事 東印工組 渡邊一正 ㈱杏林舍

幹事 東印工組 髙橋淳一 ㈱オフィスサニー

幹事 東印工組 小林英一郎 ㈱エイジ

幹事 東印工組 田口和幸 光洋紙器㈱

幹事 東印工組 名取顕一 ㈲新星舍印刷所

幹事 東グラ 野田晃司 ㈱ジェーピークリエイト

幹事 東グラ 増田光仁 ㈱ケイ・エム・アイネットワーク

幹事 東グラ 北村洋一 ㈲北村紙店

幹事 東グラ 小林　隆 複写印刷㈱

幹事 東グラ 山下英作 ㈱旭洋社

幹事 東グラ 春名敦史 ㈲春名製版印刷

幹事 東グラ 高橋禎夫 ㈱東美

幹事 東グラ 長谷川貴也 長谷川印刷㈱

幹事 東グラ 武川　優 ㈱緑陽社

幹事 製本工組 吉澤　晃 ㈱吉澤晃文堂

幹事 製本工組 関島　豊 天竜紙工㈱

幹事 製本工組 山本雅夫 ㈱山本製本所

幹事 製本工組 石川博敏 ㈱文陽堂

幹事 製本工組 中島誠一 ㈲中島製本所

監査 東印工組 伊藤幸次 ㈱伊藤印刷所

監査 製本工組 木植信明 ㈱三光堂製本


